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本報告は、労働力調査の推定精度を 2 通りのリサンプリング技法で評価した。労働力調査は、層化 2 段抽

出調査であり、調査区の抽出は近似的な人口に関する確率比例抽出、調査区内住戸の抽出は単純無作為抽出

である。筆者らは、この層化 2 段抽出の確率比例抽出を再現したリサンプリングと、調査区抽出について

は、単純無作為抽出で近似した方法を 2017 年 9 月に実施された労働力調査個票データに適用し、その結果

を比較した。２つのリサンプリング技法で評価した推定量のブートストラップ分布は有意に異なるが、標準

誤差の推定値は殆ど変わらない。従って、推定量の分布や信頼区間を求めるには、調査区の確率比例抽出が

必要だが、標準誤差の評価には、単純な無作為調査区抽出を用いることが可能である。 

キーワード：ブートストラップ 

The authors evaluate the accuracy of the estimation of the labor force survey by resampling methods. Labor force survey 

uses stratified 2 stage sampling, the first stage is sampling from the census blocks with probability approximately 

proportional to the population of a block and the second is simple random sampling from the dwelling units of the 

sampled block. Two resampling methods are applied to the microdata from the labor force survey carried out in 

September 2017. The first method reproduces the original 2 stage sampling faithfully as possible and the second method 

resamples the blocks simply at random. The results show their bootstrap distributions of the estimates is significantly 

different, but their standard errors hardly change. Therefore the faithful resampling may be necessary to evaluate sampling 

distribution of the estimates or their confidence interval, however the simple resampling should be recommended only to 

evaluate their standard errors. 
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１．研究目的

総務省の労働力調査は、日本の就業状態を明らかにする基礎資料を作成するために、実施されて

いる。 労働力調査は、全国約 100 万国勢調査区を第一次抽出単位とし、抽出された 2912 調査区内

の住戸を第 2 次抽出単位とし、11 地域別の層化 2 段抽出が行われている。また、調査区はその特

性によって層化されたうえで、調査区内換算世帯数をウェイトとする近似的な人口比例抽出が行わ

れていることが特徴的である。更に、線型推定の推定精度を向上させるために、比推定が用いられ

ている。このような比較的複雑な標本設計がなされているため、これまで標本誤差推定には副標本

法などが用いられてきた。本報告は、Efron(1979)、 Funaoka et al. (2006)らのリサンプリング技法に

基づき産業別就業者数の集計の推定精度を評価し、現行の副標本法と比較したものである。現在、

労働力調査は、標本設計が比較的複雑なため、後述するように標本を調査開始月の別等により 8 分

割した、副標本法により推定精度を評価されているからである。

さて、本報告の第 1 の目的は、労働力調査からのリサンプリング、特に調査区抽出（第一次抽出）

を標本設計に準拠して、厳密に行う必要性が統計実務的にあるか否かを検討することである。労働

力調査個票データには、第一次抽出、すなわち調査区確率比例抽出に用いたウェイトは含まれてい

ない。仮に、第一次抽出に関わるリサンプリングを単純無作為抽出で行っても、確率比例抽出した

場合と精度評価が、大きく変わらないのならば、労働力調査個票データ分析を行う利用者が、別途

調査区ウェイト情報を入手し、個票データとリンケージさせる必要性は少ない。本報告のもう一つ

の目的は、現行の副標本法による精度評価とリサンプリングによる評価を比較することである。や

はり、その推定精度評価に大きな差がなければ、単純な副標本法を今後も続けることが実際的だか

らである。

Efron (1979) によって提案されたBootstrap 法は、推定量の標本分布を標本からのリサンプリング

に基づいて行う汎用性の高い方法である。Bootstrap 提唱以降、それを層化抽出標本に適用すること

の大標本論的正当性は、Bickel et al. (1984)、 Rao and Wu (1988)で示された。また、有限母集団補正

を意識した、特に層の大きさが小さい層化抽出調査に対する Bootstrap の修正なども多く提案され

ており、Shao (2003)は標本調査分野での総合報告となっている。 
Bootstrap による推定精度評価は、公的統計に限らず多くの分野で既に行われてきた。日本の公的

統計分野でも、標本設計の複雑な労働力調査に対しては、本報告と全く同じ問題意識の下、古橋・

岩永(1991)が、1988 年の労働力調査の就業者数と完全失業者に対して、副標本法、Bootstrap、 理論

分散とで推定精度を比較評価している。ただし、古橋・岩永(1991)では、調査区の確率比例抽出（第

一次抽出）だけをリサンプリングし、調査区内住戸抽出（第二次抽出）のリサンプリングは行って

いない。このため、調査区内分散が無視されるため Bootstrap による推定誤差は過小評価されたと

考察している。また、馬場・土屋・中村・小林(1997)も 1995 年の労働力調査に対して、標本調査区

をリサンプリングの対象とする場合と標本世帯の世帯員をリサンプリングの対象とする場合のブ

ートストラップによる精度評価を層別抽出の場合と層別抽出しない場合とで実施し、ブートストラ

ップ法の実用可能性を論じている。

馬場・土屋・中村・山崎(1996)は、1992 年国民生活基礎調査に対して、Funaoka et al. (2006)は、

1997 年の全国物価統計調査に対して、多段の不等確率のリサンプリングを実現するベルヌーイ型

Bootstrap を適用し、精度評価を試みている。 
本報告は、Funaoka et al. (2006)に従い、第一次抽出を完全無作為抽出とした場合と古橋・岩永(1991)

が試行した確率比例抽出した場合を行うと共に、第二次抽出は無作為抽出を行ったリサンプリング

を行い、労働力調査の産業別就業者数の精度を評価したリサンプリング実験結果を示す。なお、

Shao(2003)等で示された、有限母集団に関わるBootstrap の補正、例えば標本の大きさの小さい層に

対する補正技術などについては、リサンプリング実験の検討の対象としていない。

本報告では、第 2 章でこの労働力調査の標本設計について概説した上で、第 3 章で推定精度評価

のために用いたリサンプリング実験の方法を紹介し、第 4 章でその評価結果を示し、第 5 章に考察
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と今後の課題を示す。 
 
２．労働力調査の標本設計と推定方法の概略 
ここでは、総務省統計局(2018)に基づき、リサンプリング技法の前提となる労働力調査の標本設

計について、本報告の実験に必要な情報を紹介する。 
調査区は、直近の国勢調査結果より国勢調査区の産業、従業上の地位に関する特性に注目して表

1 のように層化されている。表 1 の層符号 03 にある「換算世帯」は、調査区の人口規模に比例す

るように世帯数を変換したもので、(1)のように算出される。 
 
換算世帯数 = 世帯人員が 2 人以上の一般世帯数  
      + (世帯人員が 1 人の一般世帯数 + 施設等の世帯人員) / 3  (1) 

 
調査区の抽出は、この換算世帯数に近似的に比例するように行われている。すなわち、(2)を調査

区ウェイトとした確率比例抽出がなされている。 
 
 調査区ウェイト = (換算世帯数 / 15)の切り上げ     (2) 
 
ただし、表１の層２については全て調査区ウェイトを１としている。 
なお、労働力調査では、毎月の全国集計以外に 11 地域別の四半期集計を行っており、その推定

精度を一定にするために地域ごとに標本配分も表 2 のように設計されている。標本調査区の抽出

は、表 2 の地域ごとに表 1 の各層で、層内調査区のウェイト(2)を用いて確率比例抽出される。ま

た、抽出された調査区からの住戸の抽出には、この調査区ウェイト(2)の逆数が用いられる。 
推定に当たっては、標本抽出確率の逆数を乗率とする線型推定の精度を改善するために、国勢

調査結果などから推定した毎月末日現在の人口をベンチマーク人口とする比推定方式が用いられ

ている。すなわち、先ず男女（2 区分）、年齢階級（16 区分）、地域（11 区分）毎に人口の線型推

定値を算出し、 
 
比推定用乗率 = ベンチマーク人口 / 人口の線型推定値 

 
が算出されている。なお、実際の労働調査個票データには、抽出標本毎に集計用乗率(3)が付与さ

れている。 
 
集計用乗率 =  標本の属する調査区の線型推定用乗率  

× 標本の属する男女、年齢階級、地域の比推定用乗率  (3) 
 
このように労働力調査は精緻な標本設計と比推定が適用されていたため、標本誤差推定に当た

っては、標本を調査開始月・1 年目調査か 2 年目調査かに応じて 8 分割した副標本による推定値

のばらつきを用いて推定精度が評価されてきた。本報告は、労働力調査産業別就業者数の集計値

の標本分布を Efron (1979)、Funaoka et al. (2006)に基づくリサンプリング技法で、標本抽出や比推

定操作を繰り返し再現し、推定精度の評価を試みたものである。 
 
３．推定精度のリサンプリング評価の実験方法 
本報告の推定精度評価の対象とした 2017 年９月実施の労働力調査個票データは、統計研究研修

所のオンサイト環境で分析することを前提に申請入手したものである。評価対象とした個票データ

は、自衛官、受刑者を除く 15 歳以上住民 79678 名の就業状態などからなっている。 
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推定精度評価のために、以下の２つの方法に基づく抽出標本からのリサンプリングを 1000 回実

施し、推定量のブートストラップ分布を導いた。なお、リサンプリングの繰り返しについては、

500 回以上で、標準誤差推定やリサンプリング分布のヒストグラム形状が、単峰かつ対称な分布

形で安定したので、1000 回の結果を示している。 
 
(1) 調査区抽出を確率比例抽出としたリサンプリング（以下、忠実なリサンプリング） 
調査区リサンプリングについては、次のように行う。先ず、実際に第一次抽出された 2912 調査

区から、表 1 の層 s (s = 1,…., S)、表 2 の地域 r  (r = 1, ….,R)ごとに、当該層・地域の抽出調査区

(k=1,…, Ksr)に対して(2)式の調査区ウェイトwsrkを参照する。次に、抽出調査区から、層 s、地域 r

に属する抽出調査区 k の抽出確率をwsrk / ∑ として、 Ksr調査区を復元抽出する。 

住戸リサンプリングについては、リサンプリングされた調査区 k で抽出された住戸から、実際

に抽出された住戸数と同数の住戸を無作為復元抽出する1。 
 
(2) 調査区抽出を単純無作為抽出としたリサンプリング（以下、単純なリサンプリング） 

 調査区リサンプリングについては、上記(1)の忠実なリサンプリングの代わりに、層 s、地域 r
に、実際に抽出された調査区数Ksrと同数の調査区を確率 1/Ksrで、無作為復元抽出する。住戸リ

サンプリングは、(1)と同じように行う。 
  
 なお、労働力調査で抽出されている調査区は、5 章の副標本法との比較でも紹介するように調

査開始時期、1 年目調査・2 年目調査に 8 分割可能である。この 8 分割は独立な抽出標本と考えら

れるので、リサンプリングに際し所与と考え層とみなすこともあり得る。しかし、このリサンプ

リング実験では、この 8 分割を層とは考えず調査区を抽出している。 
また、実際の労働力調査の標本抽出は、系統抽出であるが、このリサンプリング実験は全て、

無作為抽出ないしは確率比例抽出で行っており、ここでのリサンプリング実験は系統抽出との推

定精度には大きな差が無いという仮定で行っている。 
また、上記のリサンプリング技法は 1 章で述べたように、有限母集団に関わる補正を無視して

いる。実際、非復元抽出の影響が大きくなる、調査区数の小さい層、ないしは調査区内住戸数が

小さい調査区に対しては、Shao(2003)などが指摘しているように推定精度を過大評価することとな

る。従って、調査区内住戸数が 3 未満の 10 調査区、並びに表 1 の 04 層の一部（0401、0402、
0403 および 0404 層）及び調査区ウェイト１となる 02 層（人口 0 の調査区）、03 層（換算世帯 15
以下の調査区）に属する調査区並びに調査区内住戸は、形式的に悉皆調査区、悉皆層として扱っ

た。すなわち、リサンプリングの対象とせず、リサンプリング標本に常に含めることとした。 
 比推定値のリサンプリング標本での導出については、次のように行った。 

 
Step 1: リサンプリング前の全ての個票データに付随する集計用乗率を用いて、男女 2 区分、年

齢階級 16 区分、地域 11 区分ごとにベンチマーク人口 Pijk ( 添え字は、i が男女、j が年齢階級、k
が地域に相当し、i = 1, 2、  j = 1,…,16、  k = 1,…,11) をクロス集計する。 

 
Step 2a: リサンプリングを基に得られた l = 1,…,1000 の標本に対して、男女、年齢階級、地域

区分ごとに個票データに付随する線型推定乗率を用いてクロス集計を行い人口の線型推定値 pijklと

21 産業別就業者数の線型推定値 yijklm (添え字m は、産業分類に相当し、m = 1,…, 21 )を算出する。 
 

                                                      
1 実際の労働力調査では、地域ごとに、層をあらかじめ合併した層から調査区を抽出している。 
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Step 2b: Step2a に引き続き、男女、年齢階級、地域区分ごとに産業別就業者数集計の比推定値

Yijklm = yijklm × Pijk / pijkl を算出する。 
 
Step 3: Step 2b で得られた比推定値 Yijklmを男女、年齢階級、地域区分について集計し、産業m の

就業者数の第 l リサンプリングに対する推定値 Y+++lm = ∑i=1、2∑ j=1、…、16∑k=1、…、11 Yijklmを算出す

る。 
 
Step1、 Step 2、Step 3 を通じて、産業m の就業者数の比推定値 Y+++lm ( l = 1,…,1000) のリサン

プリングに基づく経験分布が導出される。 
 
４．リサンプリング技法の適用結果 
 19 産業別就業者数のブートストラップ分布のパーセント点、推定値の平均、標準偏差（推定値

の標準誤差）、標準誤差率を忠実なリサンプリングと単純なリサンプリングについてそれぞれ求め

た結果を表 3 に示す。表 3 にはリサンプリング技法による推定値の平均値の差に関するWelch の t
統計量並びに 2017 年 9 月調査に関する総務省統計局の公表数値も示した2。また、これらの数値

計算にはR vesion 3.4.2 を用いた。 
  表 3 の t 統計量の絶対値が 3 を超えているものについては、2 つのリサンプリング技法によっ

て推定値の標本分布の期待値が有意にずれていると考えるとすれば、19 産業中有意差が無い産業

は、漁業、建設業、製造業、宿泊飲食業、生活関連サービス業、医療福祉産業の 6 産業だけであ

る。また t 統計量の絶対値が 10 を超えているのは、その大きさの順に、（他に分類されない）サ

ービス業、運輸郵便業、公務、鉱業採石業、教育、不動産業の 6 産業である。 
 そこで、t 統計量の絶対値が最も大きく、忠実なリサンプリング技法と単純なリサンプリング技

法とで推定量のブートストラップ分布の乖離が最も大きい、（他に分類されない）サービス業と t
統計量の絶対値が最小の生活関連サービス業について、実際に 1000 回のリサンプリングで求めた

推定量のヒストグラムを描いたのが、それぞれ図 1、図 2 である。推定量の推定標本分布自体は

単峰で正規分布に近い形状を示している。詳細は省略するが、その他の産業についてのヒストグ

ラムも全て分布の形状は同様である。但し、図１では単純なリサンプリング技法による推定値の

分布は、忠実なリサンプリング技法による推定量の分布と比較して、平均値同様右側にシフトし

ている。表３に示したブートストラップ分布の 2.5％を下限、97.5%を上限とする、両産業の就業

者数推定値の信頼率 95%の両側信頼区間も、忠実なリサンプリングと単純なリサンプリングとの

場合で、それぞれ次のようになる。 
 
（他に分類されない）サービス業就業者数推定値 95%信頼区間 
 忠実なリサンプリング技法：[ 4101881, 4563087 ] 
単純なリサンプリング技法：[ 4154410,  4647957 ] 
2017 年 9 月労働力調査推定公表値：443 万人 

 
生活関連サービス業就業者数推定値 95%信頼区間 
 忠実なリサンプリング技法：[ 2244823,  2606077 ] 

                                                      
2 表 3 の表頭は産業名を一部省略している。正式には、農業・林業、漁業、鉱業・採石業・砂利

採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、 運輸業・郵便業、 卸売

業・小売業、金融業・保険業、不動産業・物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業、宿泊

業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、 教育・学習支援業、医療・福祉、複合サー

ビス事業 、サービス業(他に分類されないもの)、公務(他に分類されるものを除く)である。 
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 単純なリサンプリング技法：[ 2233396,  2619682] 
 2017 年 9 月労働力調査推定公表値：242 万人 
 
このように、忠実なリサンプリング技法を単純なリサンプリング技法で近似することは、ブート

ストラップ分布自体にはバイアスが生じる可能性が高いことが分かる。しかし、推定量の標準誤

差率の評価については、表 3 を見る限り有効数字 2 桁目が最大 2 ずれるだけである。 
また、２つのリサンプリング分布の平均値と公表数値の誤差率を比較すると、必ずしも忠実な

リサンプリング分布の期待値の誤差率が小さいわけではない。実際、鉱業採石業就業者数の公表

値は 50000 名で、単純なリサンプリング分布の平均値 48521 名の誤差率は-3.0％、忠実なリサンプ

リング分布の平均値の 43887 名の誤差率は-12.2%である。ただし、他の産業での忠実なリサンプ

リング技法の誤差率絶対値の最大値が、電気ガス業の 3.4％であることや、単純なリサンプリング

技法の誤差率絶対値の最大値が公務の-4.1%と比較して、鉱業採石業就労者数の忠実なリサンプリ

ング分布の平均値は、突出して大きな誤差率である。 
  
5．考察と今後の課題 
 4 章の検討から、調査区抽出が近似的に換算世帯数に比例する確率比例抽出となっていること

を無視して、調査区リサンプリングを行うことで、推定値のブートストラップ分布並びにその期

待値は有意にシフトする場合が多いことが分かった．しかし、ブートストラップ分布の平均値と

公表数値とを比較する限り、忠実なリサンプリング技法と単純なリサンプリング技法とで、どち

らが優越しているとは言えない。リサンプリングが公表数値の標準誤差を求めるために行うとい

う観点では、単純な調査区リサンプリングに基づいて、推定誤差を評価することには、実務上問

題はない。むしろ単純なリサンプリング技法の方が、調査区ウェイトといった個票データには含

まれていない標本設計情報を参照する必要がなく、簡便な方法として推奨できる。 
 一方、現行の副標本法による標本誤差については、「総務省統計局(2018)」表 4-1 に 2017 年平均

結果の標準誤差率が 14 産業について記載されている3。なお、現行の副標本は、「総務省統計局

(2018)」に記述されている通り、 
Ａ１･･････１月、５月又は９月に調査開始の１年目調査区  
Ａ２･･････１月、５月又は９月に調査開始の２年目調査区  
Ｂ１･･････２月、６月又は 10 月に調査開始の１年目調査区  
Ｂ２･･････２月、６月又は 10 月に調査開始の２年目調査区  
Ｃ１･･････３月、７月又は 11 月に調査開始の１年目調査区  
Ｃ２･･････３月、７月又は 11 月に調査開始の２年目調査区 
Ｄ１･･････４月、８月又は 12 月に調査開始の１年目調査区  
Ｄ２･･････４月、８月又は 12 月に調査開始の２年目調査区   

といった「同質」の標本による 8 分割である。すなわち、地域間変動、層間変動、地域ごとの層

内調査区変動成分がほぼ無作為に副標本に配分されている。これから、8 副標本毎に比推定値を

求め、その標準誤差（推定値の標準偏差の 1/81/2倍）を全標本からの推定値の標準誤差としている

のである。 
表 3 の忠実なリサンプリング技法に基づく標準誤差率を横軸に副標本法の標準誤差率を縦軸に

プロットしたのが、図 3 である。両者の関係について切片の無い単回帰式を当てはめると 
 
  副標本法の標準誤差率≒ 0.353 × 忠実なリサンプリング技法による標準誤差率 

                                                      
3 当初、「総務省統計局(2018)」は、表題に「全国の主な項目の月別結果数値の標本誤差」との誤りがあり、

これを基に分析を進めた。このため、図 3 では副標本法の標準誤差率をそのまま縦軸にプロットしている。 
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  残差標準偏差= 0.0028 
 
という関係式が得られる。 
仮に、標本の大きさが 12 倍となったために、1 か月ごとの標準誤差率は、121/2=3.5 倍程度にな

ると簡便のために考えれば、副標本法の各月の標準誤差率は、平均 0.353 ×121/2 =1.22 倍程度大き

くなっていると評価される。ただし、実際には 12 か月分のデータは、調査区のローテーションサ

ンプリングのため、完全に独立とはいえず互いに正相関があるので、1.22 よりは標準誤差率は小

さくなっていると考えられる。古橋・岩永(1991)は、調査区のみをリサンプリングした場合の誤差

評価が若干過小評価であるが、副標本法は、それに比して標準誤差率を若干過大評価していると

指摘しており、本報告の評価と整合的ではある。いずれにせよ、副標本法はリサンプリング技法

の観点からは、第一次抽出を抽出調査区数の 1/8 を 8 回だけリサンプリングしたものに相当し、

その不安定性は無視できない。例えば図 3 によれば、製造業、卸小売業は、いずれも就業者数が

約 1000 万人なのに、副標本法による標準誤差率は、約 2 倍の開きがある。一方本報告のリサンプ

リング技法では、両者の標準誤差率は殆ど変わらない。従って、今後本報告で示した単純なリサ

ンプリング技法などによる精度評価を実装することには、実務的にも意味があるものと考える。 
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表１ 調査区の分類とその基準（総務省統計局（2018） 表 2-3 の抜粋） 

層符号 層の特性 

01 調査の範囲外・対象外区域（駐留軍、自衛隊、刑務所区域など） 

02 人口０の調査区 

03 換算世帯 15 以下の調査区 

04 会社・官公庁などの単身者 50 人以上が居住する寮などがある調査区 

05 漁業就業者比率が 0.2 以上の調査区 

06 漁業就業者比率が 0.1 以上 0.2 未満の調査区 

07 製造業・建設業の業主比率が 0.1 以上の調査区 

08 卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業の業主比率が 0.1 以上の調査区 

09 情報通信業、運輸業、郵便業、金融・保険業、不動産業、物品賃貸業、学術

研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学習支

援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業の業主比率が 0.1 以上の

調査区 

10 農林業の就業者比率が 0.3 以上の調査区 

11 農林業の就業者比率が 0.1 以上 0.3 未満の調査区 

12 公務の就業者比率が 0.1 以上の調査区 

13 金融・保険業、不動産業、物品賃貸業の雇用者比率が 0.1 以上の調査区 

14 製造業の雇用者比率が 0.3 以上の調査区 

15 建設業の雇用者比率が 0.1 以上の調査区 

16 医療、福祉の雇用者の比が 0.1 以上の調査区 

17 卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業の雇用者比率が 0.2 以上の調査区 

18 学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学

習支援業、複合サービス業、サービス業の雇用者比率が 0.2 以上の調査区 

19 電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業の雇用者比率が

0.1 以上の調査区 

20 製造業の雇用者比率が 0.2 以上 0.3 未満の調査区 

21 製造業の雇用者比率が 0.1 以上 0.2 未満の調査区 

22 卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業の雇用者比率が 0.1 以上 0.2 未満

の調査区 

23 学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、学

習支援業、複合サービス事業、サービス業の雇用者比率が 0.1 以上 0.2 未満

の調査区 

99 上記のいずれにも属さない調査区 
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表 2 2017 年９月における地域別標本調査区数（総務省統計局（2018） 表２－４より抜粋） 
：総計 2912 調査区 

北海道 東北 南関東 北関東

甲信 

北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

176 232 600 240 176 312 392 200 152 288 144 
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              就業者数推定値 
 

図 1 他に分類されないサービス産業の就業者数推定値のブートストラップ分布 
上段：忠実なリサンプリング、 下段：単純なリサンプリング 
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               就業者数推定値 

図 2 生活関連サービス業の就業者数推定値のブートストラップ分布 
上段：忠実なリサンプリング、 下段：単純なリサンプリング 

 

図 3 忠実なリサンプリング技法と副標本法の標準誤差率の関係 
横軸：忠実なリサンプリング技法の標準誤差率、縦軸：副標本法の標準誤差率 
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